
Press Release

報道関係者 各位

平成30年度 労働者供給事業報告書の集計結果

厚生労働省では、このほど、「労働者供給事業報告書」（平成30年度報告）をとりまとめました

ので、発表します。

職業安定法施行規則（昭和22年労働省令第12号）では労働者供給事業を行う労働組合等に対し、各年度

毎の運営状況についての報告書を厚生労働大臣に提出するよう定めています。

１ 労働者供給事業を実施している組合等数 100組合(３組合増)

２ 供給実績

（１）需要延人員 2,009,584 人( 7.3%増)

（２）供給延人員 1,953,547 人( 7.0%増)

（３）供給実人員 28,608 人( 5.5%減)

３ 平成 30 年３月末日における供給対象組合員（注１）等総数

（１）常用供給数（注２） 10,639 人( 0.4%増)

（２）臨時的供給数（注３） 2,394 人( 24.6%増)

（３）合計 13,033 人( 4.1%増)

４ 平成 30 年３月末日における組合員等総数 1,006,660 人( 4.3%増)

※（ ）内は前年度比

注：労働者供給とは、「供給契約に基づいて労働者を他人の指揮命令を受けて労働に従事させること

をいい、労働者派遣に該当するものを含まない」ものであり、これを「業として行う」ことは、職

業安定法第 44 条により禁止されているが、労働組合等が、厚生労働大臣の許可を受けた場合は、無

料の労働者供給事業を行うことができる。

（注１）供給対象組合員：労働者供給事業を実施する対象となる組合員

（注２）常用供給数：常態的に供給の対象となる組合員数

（注３）臨時的供給数：他の雇用主に雇用されている者等で、仕事の繁閑に応じて雇用主の了解を取

って、臨時的に供給の対象となる組合員数
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１ 報告対象期間 平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

２ 許可組合数 100組合

３ 労働者供給実績等（対前年度比）

平成29年度 1,458,809 9,596 252,324 151,851 1,872,580

平成30年度 1,539,333 13,711 287,118 169,422 2,009,584

対前年度増減比 (5.5) (42.9) (13.8) (11.6) (7.3)

平成29年度 1,422,575 9,458 250,886 143,254 1,826,173

平成30年度 1,493,226 13,551 285,141 161,629 1,953,547

対前年度増減比 (5.0) (43.3) (13.7) (12.8) (7.0)

平成29年度 26,199 59 2,089 1,940 30,287

平成30年度 22,071 946 4,482 1,109 28,608

対前年度増減比 (△ 15.8) (1,503.4) (114.6) (△ 42.8) (△ 5.5)

平成29年度 6,682 614 1,044 2,252 10,592

平成30年度 6,369 1,019 1,156 2,095 10,639

対前年度増減比 (△ 4.7) (66.0) (10.7) (△ 7.0) (0.4)

平成29年度 534 856 395 137 1,922

平成30年度 500 1,322 454 118 2,394

対前年度増減比 (△ 6.4) (54.4) (14.9) (△ 13.9) (24.6)

計 平成29年度 7,216 1,470 1,439 2,389 12,514

平成30年度 6,869 2,341 1,610 2,213 13,033

対前年度増減比 (△ 4.8) (59.3) (11.9) (△ 7.4) (4.1)

平成29年度 965,323

平成30年度 1,006,660

対前年度増減比 (4.3)
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参 考

○ 労働組合等が無料で行う労働者供給事業について
・ 労働組合等が主体となって自主的に労働条件の維持改善その他経済的地位の向

上を図ることを目的として組織する団体であり、労働者との間に身分的な支配関
係や強制労働、中間搾取といった労働者保護の面からの弊害の発生する余地が少
ないことから、労働組合等が、厚生労働大臣の許可を受けた場合は、無料の労働
者供給事業を行うことができる。

・ 労働組合等とは労働組合のほか、国家公務員法や地方公務員法に規定する職員
団体及び国会職員法に規定する国会職員の組合をさす。

・ 労働者供給事業の許可の有効期間は、許可の日から起算して３年とする。
・ 許可の有効期間である３年が満了したときは、当該許可は失効することとなる

、 、ので 許可の有効期間の満了後引き続き労働者供給事業を行おうとする場合には
許可の有効期間の更新を申請しなければならない。なお、許可の更新後の有効期
間は５年である。

○ 労働者供給と労働者派遣との違い

《労働者供給》 労働者派遣》《
供給契約 供給契約 労働者派遣契約

供給元 供給先 供給元 供給先 派遣元 派遣先

支配従属関係 雇用・ 雇用関係 雇用関係

（雇用関係を除く） 指揮命令関係 雇用関係 指揮命令

関係労働者 労働者 労働者

○ 職業安定法〈抄〉

(定義)
第四条 （略）
⑦ この法律において「労働者供給」とは、供給契約に基づいて労働者を他人の指揮命

令を受けて労働に従事させることをいい、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律(昭和六十年法律第八十八号。以下「労働者派遣法」と
いう。)第二条第一号に規定する労働者派遣に該当するものを含まないものとする。

(労働者供給事業の禁止)
第四十四条 何人も、次条に規定する場合を除くほか、労働者供給事業を行い、又はそ

の労働者供給事業を行う者から供給される労働者を自らの指揮命令の下に労働させて
はならない。

(労働者供給事業の許可)
第四十五条 労働組合等が、厚生労働大臣の許可を受けた場合は、無料の労働者供給事

業を行うことができる。


